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第１章　総則
（趣旨）
第１　独立行政法人農畜産業振興機構（以下「機構」という。）が、独立行政法人農畜産業振興機構法（平成１４年法律第１２６号。以下「機構法」という。）第１０条第１号ロの規定に基づき行う生産者補給交付金及び生産者補給金並びに集送乳調整金の交付に関しては、畜産経営の安定に関する法律（昭和３６年法律第１８３号。以下「法」という。）、畜産経営の安定に関する法律施行令（昭和３６年政令第３８７号）、畜産経営の安定に関する法律施行規則（昭和３６年農林省令第５８号）及び独立行政法人農畜産業振興機構業務方法書（平成１５年１０月２日付け農林水産省指令１５生産第４１５３号。以下「業務方法書」という。）に定めるほか、この要綱の定めるところによる。
なお、機構法第１７条の規定により、生産者補給交付金及び集送乳調整金の交付に関しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「補助金適正化法」という。）及び補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「補助金適正化法施行令」という。）の適用を受ける。
第２章　生産者補給交付金
（生産者補給交付金の交付）
第２　機構は、法第４条の規定により、法第２条第４項第１号で定める第１号対象事業を行う対象事業者（以下「第１号対象事業者」という。）が行う生乳受託販売又は生乳買取販売に係る加工原料乳（国、地方公共団体、独立行政法人等が出荷したものを除く。）につき、年間１回交付する方法により、生産者補給交付金を交付する。
（生産者補給交付金の金額）
第３　機構が交付する生産者補給交付金の金額は、業務方法書第２９条第１項に定めるところによる。
（生産者補給交付金の交付申請）
第４　法第５条第３項の規定による農林水産大臣からの交付対象数量（以下「交付対象数量」という。）の通知を受け、生産者補給交付金の交付を受けようとする第１号対象事業者（以下「第１号交付対象事業者」という。）は、交付対象数量の範囲内で、独立行政法人農畜産業振興機構理事長（以下「理事長」という。）が別に定める期日までに別紙様式第１号の生産者補給交付金（・集送乳調整金）交付申請書（第１号交付対象事業者用）及び交付対象数量の通知の写しを理事長に提出し、その承認を受けるものとする。
（生産者補給交付金の概算払）
第５　
１　理事長は、生産者補給交付金交付の円滑な実施を図るため必要があると認めるときは、交付対象数量の範囲内で、加工原料乳数量認定等事務実施要領（平成１３年８月１０日付け１３生畜第２０６０号農林水産省生産局長通知。以下「事務実施要領」という。）第５の３又は第６の規定等により農林水産大臣又は都道府県知事が機構あて送付した、月間認定対象数量通知書の写し又は加工原料乳数量認定書の写しに記載された加工原料乳の数量について、概算払を行うものとする。
２　１の概算払を受けようとする第１号交付対象事業者は、理事長が別に定める期日までに別紙様式第２号の四半期生産者補給交付金（・集送乳調整金）概算払請求書（第１号交付対象事業者用）又は別紙様式第３号の年度一括生産者補給交付金（・集送乳調整金）概算払請求書（第１号交付対象事業者用）を理事長に提出するものとする。
３　１の概算払の交付を受けた第１号交付対象事業者は、四半期ごとに概算払の交付を受けた日から３０日以内に別紙様式第４号の生産者補給交付金（・集送乳調整金）概算払交付計算書（第１号交付対象事業者用）を理事長に提出するものとする。ただし、年度一括概算払に係る交付計算書については、提出を不要とし、第４四半期概算払に係る交付計算書については、第４四半期に複数回概算払の交付を受けた第１号交付対象事業者のみ提出するものとする。
（生産者補給交付金の交付決定の変更承認申請）
第６　農林水産大臣が、法第５条第５項により、交付対象数量を変更し、理事長が交付決定に係る加工原料乳の数量を変更する必要があると認める場合には、第１号交付対象事業者は、別紙様式第５号の生産者補給交付金（・集送乳調整金）交付決定変更承認申請書（第１号交付対象事業者用）及び交付対象数量変更通知の写しを理事長に提出し、その承認を受けるものとする。
（生産者補給交付金の精算払）
第７　
１　理事長は、第１号交付対象事業者に対し、第４四半期の法第７条第１項の規定による加工原料乳の数量の認定（以下「数量認定」という。）が終了し、当該年度の交付対象数量が確定した後、同条第２項の規定により、農林水産大臣又は都道府県知事から通知を受けた数量について、同条第３項により、生産者補給交付金を交付するものとする。ただし、概算払を受けた第１号交付対象事業者に対しては、既に概算払をした額との差額を精算するものとする。
２　１の交付を受けようとする第１号交付対象事業者は、理事長が別に定める期日までに、別紙様式第６号の生産者補給交付金（・集送乳調整金）精算払請求書（第１号交付対象事業者用）（以下「第１号精算払請求書」という。）を理事長に提出するものとする。ただし、精算払により交付を受ける額のない第１号交付対象事業者は、第１号精算払請求書の提出を省略できるものとする。
（実績報告）
第８　第１号交付対象事業者は、第７の１の交付を受けた日から３０日以内に別紙様式第７号の生産者補給交付金（・集送乳調整金）交付実績報告書（第１号交付対象事業者用）（以下「第１号実績報告書」という。）を理事長に提出するものとする。ただし、第１号精算払請求書の提出を省略した第１号交付対象事業者は、理事長が別に定める期日までに第１号実績報告書を提出するものとする。
（生産者補給交付金の交付の条件）
第９　次に掲げる事項は、理事長が生産者補給交付金の交付を決定する場合に条件として付するものとする。
（１）第１号交付対象事業者は、機構から生産者補給交付金の交付（概算払を含む。以下同じ。）を受けたときは、法第９条第１項の規定により、その交付を受けた金額に相当する金額を、生産者補給金として、当該第１号交付対象事業者に生乳受託販売に係る委託又は生乳買取販売に係る売渡しをした者（以下「委託・売渡者」という。）に対し、その委託又は売渡しに係る生乳の数量を基準として速やかに交付すること。
（２）第１号交付対象事業者は、委託・売渡者に対して生産者補給金の交付を決定するに当たり、法第９条第２項の規定により、生乳の生産者まで生産者補給金が交付されるように必要な条件を付すること。
（交付規程の整備）
第１０　第１号交付対象事業者は、あらかじめ加工原料乳生産者補給金等交付規程を作成し、委託・売渡者に周知するものとする。
第３章　集送乳調整金
（集送乳調整金の交付）
第１１　
１　機構は、法第１４条の規定により、法第１０条第１項で定める指定事業者が行う生乳受託販売又は生乳買取販売に係る加工原料乳につき、年間１回交付する方法により、集送乳調整金を交付する。
２　集送乳調整金の交付及び交付に係る手続については、生産者補給交付金に係る第３から第９までの規定を準用するとともに、生産者補給交付金の交付手続に併せて行うものとする。この場合において、第３から第９までの規定中「生産者補給交付金」とあるのは「集送乳調整金」と、「第１号交付対象事業者」とあるのは「指定事業者」と、第３の規定中「業務方法書第２９条第１項」とあるのは「業務方法書第２９条第２項」と、第９の（１）及び（２）の規定中「生産者補給金」とあるのは「集送乳調整金」と、第９の（１）の規定中「法第９条第１項の規定により」とあるのは「法第１６条第１項の規定により」と、第９の（２）の規定中「法第９条第２項の規定により」とあるのは「法第１６条第２項の規定により」と読み替えるものとする。
第４章　生産者補給金
（生産者補給金の交付）
第１２　機構は、法第４条の規定により、法第２条第４項第２号で定める第２号対象事業を行う対象事業者（以下「第２号対象事業者」という。）及び同項第３号で定める第３号対象事業を行う対象事業者（以下「第３号対象事業者」という。）の事業に係る加工原料乳（国、地方公共団体、独立行政法人等が出荷したものを除く。）につき、年間１回交付する方法により、生産者補給金を交付する。
（生産者補給金の金額）
第１３　機構が交付する生産者補給金の金額は、業務方法書第２９条第１項に定めるところによる。
（生産者補給金の交付申請）
第１４　交付対象数量の通知を農林水産大臣から受け、生産者補給金の交付を受けようとする第２号対象事業者（以下「第２号交付対象事業者」という。）及び第３号対象事業者（以下「第３号交付対象事業者」という。）（これらを総称して「第２・３号交付対象事業者」という。）は、交付対象数量の範囲内で、理事長が別に定める期日までに別紙様式第８号の生産者補給金交付申請書（第２・３号交付対象事業者用）及び交付対象数量の通知の写しを理事長に提出し、その承認を受けるものとする。
（生産者補給金の概算払）
第１５　
１　理事長は、生産者補給金交付の円滑な実施を図るため必要があると認めるときは、交付対象数量の範囲内で、事務実施要領第５の４又は第６の規定等により農林水産大臣又は都道府県知事が機構あて送付した、月間認定対象数量通知書の写し又は加工原料乳数量認定書の写しに記載された加工原料乳の数量について、概算払を行うものとする。
２　１の概算払を受けようとする第２・３号交付対象事業者は、理事長が別に定める期日までに別紙様式第９号の四半期生産者補給金概算払請求書（第２・３号交付対象事業者用）又は別紙様式第１０号の年度一括生産者補給金概算払請求書（第２・３号交付対象事業者用）を理事長に提出するものとする。
（生産者補給金の交付決定の変更承認申請）
第１６　農林水産大臣が、法第５条第５項により、交付対象数量を変更し、理事長が交付決定に係る加工原料乳の数量を変更する必要があると認める場合には、第２・３号交付対象事業者は、別紙様式第１１号の生産者補給金交付決定変更承認申請書（第２・３号交付対象事業者用）及び交付対象数量変更通知の写しを理事長に提出し、その承認を受けるものとする。
（生産者補給金の精算払及び実績報告）
第１７　
１　理事長は、第２・３号交付対象事業者に対し、第４四半期の数量認定が終了し、当該年度の交付対象数量が確定した後、法第７条第２項の規定により、農林水産大臣又は都道府県知事から通知を受けた数量について、同条第３項により、生産者補給金を交付するものとする。ただし、概算払を受けた第２・３号交付対象事業者に対しては、既に概算払をした額との差額を精算するものとする。
２　１の交付を受けようとする第２・３号交付対象事業者は、理事長が別に定める期日までに、別紙様式第１２号の生産者補給金実績報告兼精算払請求書（第２・３号交付対象事業者用）（以下「第２・３号実績報告兼精算払請求書」という。）を理事長に提出するものとする。ただし、精算払により交付を受ける額のない第２・３号交付対象事業者は、第２・３号実績報告兼精算払請求書に代えて、別紙様式第１３号の生産者補給金実績報告書（第２・３号交付対象事業者用）を提出することができるものとする。
（対象事業の承継）
第１８　第２・３号交付対象事業者の資産等が死亡等により相続された場合であって、理事長が認めたときは、この要綱に定める当該第２号対象事業又は第３号対象事業に係る権利義務は、その相続人等に承継されるものとする。
（交付決定の取消）
第１９　
１　農林水産大臣が、第２・３号交付対象事業者からの取消申請等を受け、当該第２・３号交付対象事業者に係る交付対象数量の通知を取り消した場合であって、理事長が認めたときは、当該第２・３号交付対象事業者について、交付決定の取消をするものとする。

　２　１の規定による交付決定の取消があったとき、当該交付決定は、なかったものとみなす。
３　理事長は、第２・３号交付対象事業者が、第１に掲げる法令等（補助金適正化法及び補助金適正化法施行令を除く。）及びこの要綱に違反したときは、当該第２・３号交付対象事業者に係る生産者補給金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
４　３の規定は、生産者補給金の精算払があった後においても適用があるものとする。
（生産者補給金の返還）
第２０　
１　理事長は、第２・３号交付対象事業者に係る生産者補給金の交付決定を取り消した場合において、当該取消に係る部分に関し、既に生産者補給金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命じることができる。
２　理事長は、精算額を超える生産者補給金の額が既に交付されているときは、期限を定めて、その返還を命じることができる。
（加算金及び延滞金）
第２１　
１　第２・３号交付対象事業者は、第１９の３の規定に関し生産者補給金の返還を命ぜられたときは、生産者補給金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、生産者補給金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき年１０．９５パーセントの割合で計算した加算金を機構に納付しなければならない。
２　第２・３号交付対象事業者は、生産者補給金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を機構に納付しなければならない。
３　理事長は、１又は２の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、加算金若しくは延滞金の全部又は一部を免除することができる。
第５章　共通事項
（推進指導）
第２２　都道府県は、この事業の適正かつ円滑な推進を図るため、第１号交付対象事業者及び第２・３号交付対象事業者（以下「交付対象事業者」という。）に対する指導並びに事業の趣旨及び内容等の周知徹底、必要な書類の収集及び機構への提供その他必要な支援に努めるものとする。
（報告及び調査）
第２３　理事長は、この交付要綱に定めるもののほか、生産者補給交付金及び生産者補給金並びに集送乳調整金の交付に必要な限度において、交付対象事業者に対し、生乳受託販売又は生乳買取販売に係る契約の締結状況その他必要な事項の報告を求めるとともに、機構の職員にこれらの者の帳簿その他の物件を調査させることができるものとする。
（その他）
第２４　
１　交付対象事業者は、生産者補給交付金及び生産者補給金並びに集送乳調整金の交付に係る経理について、その内容を明らかにした帳簿及びその証拠書類を整備及び保管するとともに、その保存期間は当該年度の翌年度から起算して５年間とし、第１号交付対象事業者は、勘定科目を設けて、整備及び保管するものとする。
２　１の規定に基づき、整備及び保管すべき帳簿、台帳及び関係書類のうち、電磁的記録により、整備及び保管が可能なものは、電磁的記録によることができるものとする。

３　第１号交付対象事業者は、生産者補給交付金及び集送乳調整金の交付を受けるに当たり、委託・売渡者に対して、「補助事業及び物品・役務の調達（委託事業を含む）における環境負荷低減のクロスコンプライアンスの試行実施について」（令和６年１２月２０日付け６環バ第２７８号大臣官房環境バイオマス政策課長通知）の「環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート（畜産経営体向け）」（以下「環境負荷低減チェックシート」という。）を、毎年度、作成・提出させるよう努め、それを保管等することにより、持続的な畜産物生産に向けた取組の促進を図るものとする。
４　第２・３号交付対象事業者は、生産者補給金の交付を受けるに当たり、毎年度、環境負荷低減チェックシートを作成するよう努め、それを機構に提出することにより、持続的な畜産物生産に向けた取組の促進を図るものとする。
附　則（平成３１年３月２２日付け３０農畜機第７２６９号）
この要綱の改正は、平成３１年４月１日から施行する。
附　則（令和３年３月３０日付け２農畜機第７２２９号）
この要綱の改正は、令和３年４月１日から施行する。
　　附　則（令和５年３月２９日付け４農畜機第７１９１号）
この要綱の改正は、令和５年４月１日から施行する。
　　附　則（令和７年３月２７日付け６農畜機第８３４７号）

この要綱の改正は、令和７年４月１日から施行する。
（別紙様式第１号）

年度生産者補給交付金（・集送乳調整金）交付申請書
（第１号交付対象事業者用）
番　　　号　

年　月　日　

独立行政法人農畜産業振興機構

理 事 長　　　　　　　　　殿

所在地　　　　　　　　　　

交付対象事業者名
代表者氏名　　　　　　
年度において、加工原料乳生産者補給交付金等交付要綱第４（及び第１１の２）の規定に基づき、生産者補給交付金　　　円（及び集送乳調整金　　　円）を交付されたく、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

１　年間販売計画

（１）生乳の年間販売計画合計数量　　　　　　　　　　kg

（２）特定乳製品向けの年間販売計画合計数量       　 kg

２　交付対象数量　　　　　　　　　　　　　　　　　　kg

３　交付金額

（１）生産者補給交付金の金額　　　　　　　　　　　　円

（２）集送乳調整金の金額　　　　　　　　　　　　　　円
（注）１　指定事業者は、集送乳調整金についても、併せて記入すること。

２　１の（１）については、年間販売計画「別記様式第１号　別紙１　年間販売計画総括表」における、「生乳の販売及び処理計画」の「年間」の「合計」の欄の数量を記入すること。

３　１の（２）については、年間販売計画「別記様式第１号　別紙１　年間販売計画総括表」における、「生乳の販売及び処理計画」の「特定乳製品向け（加工原料乳）」の「年間」の欄の数量を記入すること。

４　生産者補給交付金（及び集送乳調整金）の金額は、小数点以下の端数を切り捨てること。
添付資料（１）生産者補給金等交付規程

　　　　（２）農林水産大臣からの交付対象数量通知（写）
（３）当該第１号交付対象事業者の定款、事業計画、収支予算の
各１部
（注）添付資料について、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が
可能な場合は、当該ウェブサイトのＵＲＬを記載することに　より当該資料の添付を省略することができる。

（別紙様式第２号）

年度第　四半期生産者補給交付金（・集送乳調整金）概算払請求書
（第１号交付対象事業者用）
番　　　号　

年　月　日　

独立行政法人農畜産業振興機構

理 事 長　　　　　　　　　殿

所在地　　　　　　　

交付対象事業者名　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　
年　　月　　日付け　農畜機第　　　号により交付決定の通知があつた　　　　年度の第　四半期生産者補給交付金（及び集送乳調整金）については、下記に基づき算出された概算払額　　　円を支払われたく、加工原料乳生産者補給交付金等交付要綱第５の２（及び第１１の２）の規定に基づき請求します。

記

１　交付対象数量

（単位：㎏）

	項　目
	計

	１
	交付対象数量（年間）
	

	２
	前四半期までの交付数量（交付済）
	

	３
	当該四半期以降の交付対象数量（未交付）
	


２　認定関連数量

（単位：kg）

	項　目
	　月分
	月分
	月分
	四半期計

	１
	認定数量
	
	
	
	

	２
	交付数量
	
	
	
	


３　生産者補給交付金

（単位：円）
	項　目
	　月分
	月分
	月分
	四半期計

	１
	交付額
	
	
	
	

	２
	既概算払額
	
	
	
	

	３
	今回概算払請求額
	　　　　
	　　　　
	　　　　
	


４　集送乳調整金

（単位：円）
	項　目
	　月分
	月分
	月分
	四半期計

	１
	交付額
	
	
	
	

	２
	既概算払額
	
	
	
	

	３
	今回概算払請求額
	　　　　
	　　　　
	　　　　
	


５　生産者補給交付金と集送乳調整金の計（３＋４）

（単位：円）
	項　目
	　月分
	月分
	月分
	四半期計

	１
	交付額
	
	
	
	

	２
	既概算払額
	
	
	
	

	３
	今回概算払請求額
	　　　　
	　　　　
	　　　　
	


６　振込先金融機関名等
（１）金融機関名　　　　〇〇銀行　　　　〇〇支店
（２）預金の種類
（３）口座番号
（４）口座名義
（注）１　指定事業者は、集送乳調整金についても、併せて記入すること。

２　生産者補給交付金（及び集送乳調整金）の金額は、小数点以下の端数を切り捨てること。
（別紙様式第３号）

年度一括生産者補給交付金（・集送乳調整金）概算払請求書
（第１号交付対象事業者用）
番　　　号　

年　月　日　

独立行政法人農畜産業振興機構

理 事 長　　　　　　　　　殿

所在地　　　　　　　　　　

交付対象事業者名
代表者氏名　　　　　　
年　　月　　日付け　農畜機第　　　号により交付決定の通知があつた　　年度の生産者補給交付金（及び集送乳調整金）については、下記に基づき算出された概算額　　　円を支払われたく、加工原料乳生産者補給交付金等交付要綱第５の２（及び第１１の２）の規定に基づき請求します。

記

１　交付対象数量

（単位：㎏）

	項　目
	計

	１
	交付対象数量（年間）
	


２　認定関連数量

（単位：kg）

	項　目
	第１

四半期
	第２

四半期
	第３

四半期
	第４

四半期
	合計

	１
	認定数量
	
	
	
	
	

	２
	交付数量
	
	
	
	
	


３　生産者補給交付金

（単位：円）

	項　目
	第１

四半期
	第２

四半期
	第３

四半期
	第４

四半期
	合計

	１
	交付額
	
	
	
	
	

	２
	既概算払額
	
	
	
	
	

	３
	今回概算払請求額
	
	
	
	
	


４　集送乳調整金

（単位：円）

	項　目
	第１

四半期
	第２

四半期
	第３

四半期
	第４

四半期
	合計

	１
	交付額
	
	
	
	
	

	２
	既概算払額
	
	
	
	
	

	３
	今回概算払請求額
	
	
	
	
	


５　生産者補給交付金と集送乳調整金の計（３＋４）

（単位：円）

	項　目
	第１

四半期
	第２

四半期
	第３

四半期
	第４

四半期
	合計

	１
	交付額
	
	
	
	
	

	２
	既概算払額
	
	
	
	
	

	３
	今回概算払請求額
	
	
	
	
	


６　振込先金融機関名等
（１）金融機関名　　　　〇〇銀行　　　　〇〇支店
（２）預金の種類
（３）口座番号
（４）口座名義
（注）１　指定事業者は、集送乳調整金についても、併せて記入すること。

２　生産者補給交付金（及び集送乳調整金）の金額は、小数点以下の端数を切り捨てること。
（別紙様式第４号）

年度第　四半期生産者補給金（・集送乳調整金）概算払交付計算書
（第１号交付対象事業者用）
番　　　号　

年　月　日　
独立行政法人農畜産業振興機構

理 事 長　　　　　　　　　殿

所在地　　　　　　　　　　

交付対象事業者名

代表者氏名　　　　　　　　
年　　月　　日付け　農畜機第　　　号により交付決定の通知があつた　　　　年度の生産者補給交付金（及び集送乳調整金）のうち、第　四半期の生産者補給金（及び集送乳調整金）として下記のとおり金　　　円を概算払したので、加工原料乳生産者補給交付金等交付要綱第５の３（及び第１１の２）の規定に基づき関係書類を添えて報告します。

記

１　交付対象数量（年間）　　　                　　kg

２　認定関連数量（当該四半期分）

（１）認定数量 　           　　　　　   　　　　 ㎏

（２）概算払対象数量            　　　　　　　　　㎏

３　生産者補給交付金等（当該四半期分）

（１）機構からの生産者補給交付金受領額　　　　　　円

（２）委託・売渡者への生産者補給金交付額　　　　　円

４　集送乳調整金（当該四半期分）

（１）機構からの受領額　　　　　　　　　　　　　　円

（２）委託・売渡者への交付額　　　　　　　  　　　円
（注）委託・売渡者別生産者補給金（・集送乳調整金）概算払交付計算表の様式は、以下の第１表又は第２表のとおりとする。
第１表

年度第　四半期委託・売渡者別生産者補給金（・集送乳調整金）
概算払交付計算表
（委託・売渡者が２者以上の場合）
（交付対象事業者名）

第１－１表　総括表

 （単位：㎏、円）

	項目
	生乳

数量
	生産者補給金
	集送乳調整金
	合計
	支払日

	
	
	概算払交付額
	生乳数量

１㎏当たりの単価
	概算払

交付額
	生乳数量

１㎏当たりの単価
	概算払

交付額
	

	月
	
	
	
	
	
	
	

	月
	　　　　　　　
	　　　　　　　
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	

	四半期計
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ

＝Ｂ/Ａ
	Ｄ
	Ｅ

＝Ｄ/Ａ
	Ｂ＋Ｄ
	


第１－２表　委託・売渡者ごと明細

（単位：㎏、円）

	委託・

売渡者
	月・

四半期
	生乳

数量
	生産者補給金

の概算払

交付額
	集送乳調整金

の概算払

交付額
	概算払

交付額

合計
	支

払

日

	番

号
	氏名
	
	
	
	
	
	

	
	
	月
	
	
	
	
	

	
	
	月
	
	
	
	
	

	
	
	月
	
	
	
	
	

	
	
	四半期計
	Ｆ
	Ｆ×Ｃ
	Ｆ×Ｅ
	
	

	
	
	月
	
	
	
	
	

	
	
	月
	
	
	
	
	

	
	
	月
	
	
	
	
	

	
	
	四半期計
	Ｇ
	Ｇ×Ｃ
	Ｇ×Ｅ
	
	

	計
	件
	
	Ａ
	Ｂ
	Ｄ
	Ｂ＋Ｄ
	


第２表

年度第　四半期委託・売渡者別生産者補給金（・集送乳調整金）
概算払交付計算表
（委託・売渡者が１者の場合）
（単位：㎏、円）
	項目
	委託・

売渡者名
	生乳

数量
	概算払交付額
	支払
日

	
	
	
	生産者
補給金
	集送乳
調整金
	合計
	

	月
	
	
	
	
	
	

	月
	
	　　　　　　　
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	

	四半期計
	
	
	
	
	
	


（注）１　委託・売渡者が２者以上の場合、第１表（第１－１表及び第１－２表）を使用し、委託・売渡者が１者の場合、第２表を使用すること。

２　指定事業者は、集送乳調整金についても、併せて記入すること。

３　本表は、生産者補給交付金（及び集送乳調整金）の交付終了後提出する実績報告書に添付する四半期別委託・売渡者別生産者補給金（・集送乳調整金）交付明細表の基礎となるものであるので、委託・売渡者の記入順序については、生産者補給金（及び集送乳調整金）交付に係る証拠書類上の記載順序等との関連を考慮するとともに、年度内は同一の順序とすること。

４　支払日欄には、委託・売渡者への支払（振込）日を記入すること。支払日が複数の日となる場合、全ての支払日を記入すること。支払が四半期ごとの場合、月ごとの記入は不要とする。

（別紙様式第５号）

年度生産者補給交付金（・集送乳調整金）交付決定変更承認申請書
（第１号交付対象事業者用）
番　　　号　

年　月　日　

独立行政法人農畜産業振興機構

理 事 長　　　　　　　　　殿

所在地　　　　　　　　　　

交付対象事業者名　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　
年　　月　　日付け　農畜機第　　　号により交付決定の通知があつた　　年度の生産者補給交付金（及び集送乳調整金）については、下記に基づきその金額を変更したいので承認されたく、加工原料乳生産者補給交付金等交付要綱第６（及び第１１の２）の規定に基づき申請します。

記

１　年間販売計画

（１）生乳の年間販売計画合計数量
　　変更前　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kg

　　変更後　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kg

（２）特定乳製品向けの年間販売計画合計数量
　　変更前　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kg

　　変更後　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kg

２　交付対象数量

　　変更前　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kg

　　変更後　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kg

３　交付金額

（１）生産者補給交付金の金額

　　変更前　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　変更後　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（２）集送乳調整金の金額

　　変更前　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　変更後　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（注）１　指定事業者は、集送乳調整金についても、併せて記入すること。

２　生産者補給交付金（及び集送乳調整金）の金額は、小数点以下の端数を切り捨てること。
添付資料：農林水産大臣からの交付対象数量変更通知（写）
（別紙様式第６号）

年度生産者補給交付金（・集送乳調整金）精算払請求書
（第１号交付対象事業者用）
番　　　号　

年　月　日　

独立行政法人農畜産業振興機構

理 事 長　　　　　　　　　殿

所在地　　　　　　　　　　

交付対象事業者名
代表者氏名　　　　　　
年　　月　　日付け　農畜機第　　　号により交付決定の通知があつた　　年度の生産者補給交付金（及び集送乳調整金）については、下記に基づき算出された精算額　　　円を支払われたく、加工原料乳生産者補給交付金等交付要綱第７の２（及び第１１の２）の規定に基づき請求します。

記

１　交付対象数量

（単位：㎏）

	項　目
	計

	１
	交付対象数量（年間）
	


２　認定関連数量

（単位：kg）

	項　目
	第１

四半期
	第２

四半期
	第３

四半期
	第４

四半期
	合計

	１
	認定数量
	
	
	
	
	

	２
	交付数量
	
	
	
	
	


３　生産者補給交付金

（単位：円）

	項　目
	第１

四半期
	第２

四半期
	第３

四半期
	第４

四半期
	合計

	１
	交付額
	
	
	
	
	

	２
	既概算払額
	
	
	
	
	

	３
	精算払請求額
	
	
	
	
	


４　集送乳調整金

（単位：円）

	項　目
	第１

四半期
	第２

四半期
	第３

四半期
	第４

四半期
	合計

	１
	交付額
	
	
	
	
	

	２
	既概算払額
	
	
	
	
	

	３
	精算払請求額
	
	
	
	
	


５　生産者補給交付金と集送乳調整金の計（３＋４）

（単位：円）

	項　目
	第１

四半期
	第２

四半期
	第３

四半期
	第４

四半期
	合計

	１
	交付額
	
	
	
	
	

	２
	既概算払額
	
	
	
	
	

	３
	精算払請求額
	
	
	
	
	


６　振込先金融機関名等
（１）金融機関名　　　　〇〇銀行　　　　〇〇支店
（２）預金の種類
（３）口座番号
（４）口座名義
（注）１　指定事業者は、集送乳調整金についても、併せて記入すること。

２　生産者補給交付金（及び集送乳調整金）の金額は、小数点以下の端数を切り捨てること。
３　精算払による交付額がない場合、本精算払請求書の提出は省略できるものとする。

（別紙様式第７号）

年度生産者補給交付金（・集送乳調整金）交付実績報告書

（第１号交付対象事業者用）

番　　　号　

年　月　日　

独立行政法人農畜産業振興機構

理 事 長　　　　　　　　　殿

所在地　　　　　　　　　　

交付対象事業者名
代表者氏名　　　　　　
年度の生産者補給交付金（及び集送乳調整金）の交付については、下記のとおり加工原料乳生産者補給交付金等交付要綱第８（及び第１１の２）の規定に基づき、四半期別委託・売渡者別生産者補給金（・集送乳調整金）交付明細表を添えて実績を報告します。

記

１　交付対象数量

（単位：㎏）

	項　目
	計

	1
	交付対象数量（年間）
	


２　認定関連数量

　（単位：㎏）

	項　目
	第　１

四半期
	第　２

四半期
	第　３

四半期
	第　４

四半期
	残額精算

(第　四半期)
	合計
	備考

	1
	販売生乳数量
	
	
	
	
	
	
	

	2
	認定数量
	
	
	
	
	
	
	

	3
	交付数量

（四半期ごと）
	
	
	
	
	
	
	


３　生産者補給交付金等

（単位：円）

	項　目
	第　１

四半期
	第　２

四半期
	第　３

四半期
	第　４

四半期
	残額精算

(第　四半期)
	合計
	備考

	1
	受領金額

※生産者補給交付金
	
	
	
	
	
	
	※受領日記載

	2
	委託・売渡者への交付金額

※生産者補給金
	
	
	
	
	
	
	


４　集送乳調整金

（単位：円）

	項　目
	第　１

四半期
	第　２

四半期
	第　３

四半期
	第　４

四半期
	残額精算

(第　四半期)
	合計
	備考

	1
	受領金額
	
	
	
	
	
	
	※受領日記載

	2
	委託・売渡者への交付金額
	
	
	
	
	
	
	


５　生産者補給交付金等と集送乳調整金の計（３＋４）

（単位：円）

	項　目
	第　１

四半期
	第　２

四半期
	第　３

四半期
	第　４

四半期
	残額精算

(第　四半期)
	合計
	備考

	1
	受領金額
	
	
	
	
	
	
	

	2
	委託・売渡者への交付金額
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　指定事業者は、集送乳調整金についても、併せて記入すること。

２　生産者補給交付金等（及び集送乳調整金）の金額は、小数点以下の端数を切り捨てること。

３　生産者補給交付金（及び集送乳調整金）の機構からの受領日を全て備考欄に記入すること。
４　精算払請求書の提出を省略した事業者は、その旨明記すること。
５　四半期別委託・売渡者別生産者補給金・集送乳調整金交付明細表は、以下の第１表又は第２表のとおりとする。
第１表

年度四半期別委託・売渡者別生産者補給金（・集送乳調整金）交付明細表

（委託・売渡者が２者以上の場合）

〔交付対象事業者名〕

第１－１表　総括表

（単位：㎏、円）

	区　分
	第１四半期
	第２四半期
	第３四半期
	第４四半期
	残額精算

(第　四半期)
	合計
	支払日

	販売生乳数量の合計(１)
	a
	f
	k
	p
	(u)
	a+f+k+p


	

	生産者補給交付金の金額(２)
	b
	g
	l
	q
	v
	b+g+l+q+v


	

	販売生乳１㎏当たりの単価 (２)/(１)
	c
	h
	m
	r
	w
	
	

	集送乳調整金の金額(３)
	d
	i
	n
	s
	x
	d+i+n+s+x


	

	販売生乳１㎏当たりの単価 (３)/(１)
	e
	j
	o
	t
	y
	
	


（注）１　支払日欄には、委託・売渡者への支払（振込）日を記入すること。支払日が複数の日となる場合、全ての支払日を記入すること。
２　残額精算がある場合等、計算結果に瑕疵が生じないよう、適宜様式の修正を行うこと。
第１－２表　生産者補給金明細表

（単位：㎏、円）

	番号
	委

託

・

売

渡

者
	第１四半期
	第２四半期
	第３四半期
	第４四半期
	残額精算

(第　四半期)
	合計
	支

払

日

	
	
	生
乳
数
量
①
	交付

金額

Ａ

(①×ｃ)
	生
乳
数
量
②
	交付

金額

Ｂ

(②×h)
	生
乳
数
量
③


	交付

金額

Ｃ

(③×m)
	生
乳
数
量
④


	交付

金額

Ｄ

(④×r)
	生
乳
数
量
（⑤）

	交付

金額

Ｅ

(⑤×w)
	生乳
数量
①～④

の計
	交付

金額

Ａ～Ｅ

の計
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	件
	a
	b
	f
	g
	k
	l
	p
	q
	(u)
	v
	
	
	


（注）１　支払日欄には、委託・売渡者への支払（振込）日を記入すること。支払日が複数の日となる場合、全ての支払日を記入すること。

２　残額精算がある場合等、計算結果に瑕疵が生じないよう、適宜様式の修正を行うこと。
第１－３表　集送乳調整金明細表

（単位：㎏、円）

	番号
	委

託

・

売

渡

者
	第１四半期
	第２四半期
	第３四半期
	第４四半期
	残額精算

(第　四半期)
	合計
	支

払

日

	
	
	生

乳

数

量

⑥
	交付

金額

Ｆ

(⑥×e)
	生

乳

数

量

⑦
	交付

金額

Ｇ

(⑦×j)
	生

乳

数

量

⑧
	交付

金額

Ｈ

(⑧×o)
	生

乳

数

量

⑨
	交付

金額

Ｉ

(⑨×t)
	生

乳

数

量

（⑩）
	交付

金額

Ｊ

(⑩×y)
	生乳

数量
⑥～⑨

の計
	交付

金額

Ｆ～Ｊ

の計
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	件
	a
	d
	f
	i
	k
	n
	p
	s
	(u)
	x
	
	
	


（注）１　支払日欄には、委託・売渡者への支払（振込日）を記入すること。支払日が複数の日となる場合、全ての支払日を記入すること。

２　残額精算がある場合等、計算結果に瑕疵が生じないよう、適宜様式の修正を行うこと。
第２表
年度四半期別委託・売渡者別生産者補給金（・集送乳調整金）交付明細表
（委託・売渡者が１者の場合）
〔交付対象事業者名〕
（単位：㎏、円）
	委託・売渡者名
	第１四半期
	第２四半期
	第３四半期
	第４四半期
	残額精算

(第　四半期)
	合計
	支払日

	販売生乳数量の合計
	a
	d
	g
	j
	(m)
	a+d+g+j

	

	生産者補給交付金の金額
	b
	e
	h
	k
	n
	b+e+h+k+n

	

	集送乳調整金の金額
	c
	f
	i
	l
	o
	c+f+i+l+o

	


（注）１　支払日欄には、委託・売渡者への支払（振込日）を記入すること。支払日が複数の日となる場合、全ての支払日を記入すること。

２　残額精算がある場合等、計算結果に瑕疵が生じないよう、適宜様式の修正を行うこと。
（別紙様式第８号）

年度生産者補給金交付申請書
（第２・３号交付対象事業者用）
番　　　号　

年　月　日　

独立行政法人農畜産業振興機構

理 事 長　　　　　　　　　殿

所在地
交付対象事業者名

代表者氏名　　　　　　　　
加工原料乳生産者補給交付金等交付要綱（昭和４１年４月２３日付け４１畜団第５２号）第１及び第１２から第２４までについて同意の上、　　年度において、加工原料乳生産者補給交付金等交付要綱第１４の規定に基づき生産者補給金　　　円を交付されたく、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

１　年間販売計画

（１）生乳の年間販売計画合計数量　　　　　　　　　　　kg

（２）特定乳製品向けの年間販売計画合計数量        　　kg

２　交付対象数量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kg

３　生産者補給金の金額　　　　　　　　　　　　　　　　円
（注）１　１の（１）については、年間販売計画の以下の欄の数量を記入すること。

第２号交付対象事業者：「別記様式第１号　別紙１　生乳年間販売計画総括表」における、「生乳の販売計画」の「年間」の「合計」の数量

第３号交付対象事業者：「別記様式第１号　別紙３－１　年間処理計画総括表」における、「生乳の処理計画」の「年間」の「合計」の数量

２　１の（２）については、年間販売計画の以下の欄の数量を記入すること。

第２号交付対象事業者：「別記様式第１号　別紙１　生乳年間販売計画総括表」における、「生乳の販売計画」の「特定乳製品向け（加工原料乳）」の「年間」の数量

第３号交付対象事業者：「別記様式第１号　別紙３－１　年間処理計画総括表」における、「生乳の処理計画」の「特定乳製品向け（加工原料乳）」の「年間」の数量

３　生産者補給金の金額は、小数点以下の端数を切り捨てること。
添付資料：農林水産大臣からの交付対象数量通知（写）

（別紙様式第９号）

年度第　四半期生産者補給金概算払請求書
（第２・３号交付対象事業者用）
番　　　号　

年　月　日　

独立行政法人農畜産業振興機構

理 事 長　　　　　　　　　殿

所在地
交付対象事業者名

代表者氏名　　　　　　　　
年　　月　　日付け　農畜機第　　　号により交付決定の通知があつた　　　　年度の第　四半期生産者補給金については、下記に基づき算出された概算払額　　　円を支払われたく、加工原料乳生産者補給交付金等交付要綱第１５の２の規定に基づき請求します。

記

１　交付対象数量

（単位：㎏）

	項　目
	計

	１
	交付対象数量（年間）
	

	２
	前四半期までの交付数量（交付済）
	

	３
	当該四半期以降の交付対象数量（未交付）
	


２　認定関連数量

（単位：kg）

	項　目
	　月分
	月分
	月分
	四半期計

	１
	認定数量
	
	
	
	

	２
	交付数量
	
	
	
	


３　生産者補給金

（単位：円）
	項　目
	　月分
	月分
	月分
	四半期計

	１
	交付額
	
	
	
	

	２
	既概算払額
	
	
	
	

	３
	今回概算払請求額
	　　　　
	　　　　
	　　　　
	


４　振込先金融機関名等
（１）金融機関名　　　　〇〇銀行　　　　〇〇支店
（２）預金の種類
（３）口座番号
（４）口座名義
（注）生産者補給金の金額は、小数点以下の端数を切り捨てること。
（別紙様式第１０号）

年度一括生産者補給金概算払請求書
（第２・３号交付対象事業者用）
番　　　号　

年　月　日　

独立行政法人農畜産業振興機構

理 事 長　　　　　　　　　殿

所在地
交付対象事業者名　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　
年　　月　　日付け　　農畜機第　　　号により交付決定の通知があつた　　年度の生産者補給金については、下記に基づき算出された概算額　　　円を支払われたく、加工原料乳生産者補給交付金等交付要綱第１５の２の規定に基づき請求します。

記

１　交付対象数量

（単位：㎏）

	項　目
	計

	１
	交付対象数量（年間）
	


２　認定関連数量

（単位：kg）

	項　目
	第１

四半期
	第２

四半期
	第３

四半期
	第４

四半期
	合計

	１
	認定数量
	
	
	
	
	

	２
	交付数量
	
	
	
	
	


３　生産者補給金

（単位：円）

	項　目
	第１

四半期
	第２

四半期
	第３

四半期
	第４

四半期
	合計

	１
	交付額
	
	
	
	
	

	２
	既概算払額
	
	
	
	
	

	３
	今回概算払請求額
	
	
	
	
	


４　振込先金融機関名等
（１）金融機関名　　　　〇〇銀行　　　　〇〇支店
（２）預金の種類
（３）口座番号
（４）口座名義
（注）生産者補給金の金額は、小数点以下の端数を切り捨てること。
　
（別紙様式第１１号）

年度生産者補給金交付決定変更承認申請書
（第２・３号交付対象事業者用）
番　　　号　

年　月　日　

独立行政法人農畜産業振興機構

理 事 長　　　　　　　　　殿

所在地
交付対象事業者名

代表者氏名　　　　　　　　
年　　月　　日付け　農畜機第　　　号により交付決定の通知があつた　　年度の生産者補給金については、下記に基づきその金額を変更したいので承認されたく、加工原料乳生産者補給交付金等交付要綱第１６の規定に基づき申請します。

記

１　年間販売計画

（１）生乳の年間販売計画合計数量
　　変更前　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kg

　　変更後　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kg

（２）特定乳製品向けの年間販売計画合計数量
　　変更前　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kg

　　変更後　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kg

２　交付対象数量

　　変更前　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kg

　　変更後　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kg

３　生産者補給金の金額

　　変更前　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　変更後　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（注）生産者補給金の金額は、小数点以下の端数を切り捨てること。
添付資料：農林水産大臣からの交付対象数量変更通知（写）
（別紙様式第１２号）

年度生産者補給金実績報告兼精算払請求書

（第２・３号交付対象事業者用）

番　　　号　

年　月　日　

独立行政法人農畜産業振興機構

理 事 長　　　　　　　　　殿

所在地
交付対象事業者名　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　
年度の生産者補給金については、下記のとおり加工原料乳生産者補給交付金等交付要綱第１７の２の規定に基づき、その実績を報告します。

　なお、併せて精算払額　　　円を支払われたく、請求します。
記

１　交付対象数量

（単位：㎏）

	項　目
	計

	1
	交付対象数量（年間）
	


２　認定関連数量

　（単位：㎏）

	項　目
	第　１

四半期
	第　２

四半期
	第　３

四半期
	第　４

四半期
	残額精算

(第 四半期)
	合計

	1
	販売生乳数量
	
	
	
	
	
	

	2
	認定数量
	
	
	
	
	
	

	3
	交付数量

（四半期ごと）
	
	
	
	
	
	


３　生産者補給金

（単位：円）
	項　目
	第　１

四半期
	第　２

四半期
	第　３

四半期
	第　４

四半期
	残額精算

(第 四半期)
	合計

	1
	交付額
	
	
	
	
	
	

	2
	既概算払額
	
	
	
	
	
	

	3
	精算払請求額
	
	
	
	
	
	


４　振込先金融機関名等
（１）金融機関名　　　　〇〇銀行　　　　〇〇支店
（２）預金の種類
（３）口座番号
（４）口座名義
（注）１　生産者補給金の金額は、小数点以下の端数を切り捨てること。
２　精算払による交付を受ける額のない事業者は、本様式に代えて、別紙様式第１３号生産者補給金実績報告書（第２・３号交付対象事業者用）を提出することができる。
（別紙様式第１３号）

年度生産者補給金実績報告書

（第２・３号交付対象事業者用）

番　　　号　

年　月　日　

独立行政法人農畜産業振興機構

理 事 長　　　　　　　　　殿

所在地
交付対象事業者名　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　
年度の生産者補給金については、精算払により交付を受ける額がないため、加工原料乳生産者補給交付金等交付要綱第１７の２の規定に基づき、別紙様式第９号四半期生産者補給金概算払請求書（第２・３号交付対象事業者用）（又は別紙様式第１０号年度一括生産者補給金概算払請求書（第２・３号交付対象事業者用））に基づく概算払により、完了したことを報告します。
（注）精算払による交付を受ける額のない事業者は、別紙様式第１２号生産者補給金実績報告兼精算払請求書（第２・３号交付対象事業者用）に代えて、本様式を提出することができる。
概算払請求書と同様に記載。





概算払請求書と同様に記載。
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